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　◎　対岸ビジネス情報

□　エリナ・レター　□

□　ERINAインフォメーション　□
  ◎　新潟県国際交流協会主催
      「留学生就職支援セミナー」【ERINA協力】が開催されます。
  ◎　第53回日本地域学会年次大会in新潟大学
      ＜公開シンポジウム＞
      「グローバル社会における新潟の食料産業戦略」【ERINA後援】が開催されます。
  ◎　『ERINA BUSINESS　NEWS』No. 117を発行しました。
　◎　新潟県内高校・中学を対象に「ERINA出前教室」の申し込みを受け付けています。
  ◎　パイク・グンウク『中ロの石油・ガス協力−その実際と影響』
      　　（西村可明・ERINA訳、文眞堂）が発行されました。
　◎　『ERINA北東アジア研究叢書5』を発刊しました。
　◎　英文学術誌「The Northeast Asian Economic Review」
　　　編集委員会では投稿論文を募集しています。
　◎　ERINA REPORT編集委員会では投稿をお待ちしています。
　◎　ERINA 賛助会員・購読会員のご案内

----------------------------------------------------------------------------
　8月末から9月初めに北朝鮮を襲った台風の被害で、北朝鮮がモンゴルに人道支援
を求めたという報道がモンゴル情報にあります。自らめったに明らかにすることの
ない北朝鮮の窮状に、世界食糧計画（WFP）は食料支援を行ったようです。私たち
はどう考えたらいいでしょう。（編集長）
----------------------------------------------------------------------------
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　━━　ロシア極東情報　━━

  ◇  中国を席巻しつつあるロシア産アイスクリーム  ◇

　２週間前、プーチン大統領は杭州市のG20に出席した際、習近平国家主席にロシ
ア産アイスクリームをひと箱、贈呈した。「貴国のものは良い乳脂肪を使っている
から、特に美味しい。非常に気に入っている」と習主席は説明した。
　中国人はこの２年間、熱心にロシア産食品を試してきた。彼らが特に惚れ込んだ
のがロシア産アイスクリームだ。2015年には、アムール州が初めて、中国に食品を
供給し始めた。その逆ではない。長年の間で初めて、ブラゴベシチェンスクから黒
河へ、ハチミツ、チョコレート、クッキー・ビスケット類、アイスクリーム、粉類、
ヒマワリ油、炭酸水を積んだトラックがアムール川の氷を渡った。その結果、アムー
ル州は、何トンもの中国製品の購入が慣例だった地域から、本格的な対中国輸出地
域へと変貌した。
　概して、中国とロシアの貿易高は昨年、金額では680億ドルに縮小した（28.6％
減）。しかし、ロシアから中国への農産品輸出は拡大した。例えば、2015年の結果
から、油脂製品の輸出量は9.4倍、油糧種子・果実は4.9倍に拡大した。穀物、豆類、
野菜の輸出も増えている。最後に、ロシア産アイスクリームの中国への輸出量は昨
年、118％拡大した。
　ロシア産アイスクリームの対中国輸出の急成長は今年も続いている。ロシア産ア
イスは既に、中国の国境の都市、特に綏芬河、満洲里で幅広く認知された。この夏
には、ロシア産アイスは市内で最もポピュラーな輸入品となった。今年上半期、綏
芬河の国境回廊経由で出荷されたロシア産アイスの量は昨年比で206％拡大した。
  プーチンとソ連の継承国・ロシアへの敬愛以外に、当然ながら、経済的要素が大
きな役割を演じている。ここ２年のうちに、中国側はロシアの国境地域でロシア産
の食品やアイスクリームをより一層、買うようになった。それは、彼らにとってそ
れらが安くなったからだ。一方、欧州あるいはアメリカの商品は現地通貨の下落に
よってかなり値上がりした。
　これまで、ロシア産アイスの輸出は保存に必要なインフラの欠如によって制約さ
れてきたが、今ではこのような不備は是正された。例えば、2015年下半期、綏芬河
に広さ3000平方メートル余りの冷凍食品取扱用複合物流施設が建設された。保管量
は日量2000トンとなっている。これが直ちに、ロシア産アイスの輸出量の急成長に
つながったのだ。（ヴズグリャド９月19日）

  ◇  極東連邦管区の（下院）選挙の中間結果が発表に  ◇

　極東連邦管区で投票の中間総括が行われた。
　暫定結果によると、マガダン州の投票率は40％だった。同州選挙管理委員長の談
話を州の情報政策局広報室が伝えている。投票者の45％が与党「統一ロシア」に投
票し、自由民主党29％、ロシア連邦共産党15.5％、「公正ロシア」８％だった。そ
の他の政党の得票は５％に満たなかった。小選挙区の立候補者のうち、「統一ロシ
ア」のオクサーナ・ボンダリ氏が46％の票を獲得。第２位は共産党のセルゲイ・イ
ワニツキー氏（15.5％）、次いで自由民主党ロマン・イサエフ氏（14.5％）だった。
　カムチャツカ地方も似たような状況だ。同地方選管委の発表した暫定値によると、
「統一ロシア」が46.7％の票（４万4849人以上）を獲得した。次いで自由民主党
21.31％（２万460人）、共産党12.59％だった。残りの党は５％の境界を越えられ
なかった。小選挙区については、カムチャツカから国家院（下院）に６政党から６
人が立候補した。もっとも多く（38.35％）票を集めたのはコンスタンチン・スルィ
シチェンコ氏（統一ロシア）だった。
　ハバロフスク地方でも「統一ロシア」が１位だった。コムソモリスク・ナ・アムー
レ選挙管区では34.30％が、ハバロフスク管区では38.56％が「統一ロシア」に投票
した。次いで多いのは、自由民主党と共産党となっている。
　コムソモリスク・ナ・アムーレとハバロフスクの小選挙区では自由民主党のセル
ゲイ・フルガル氏（36.71％）、と「統一ロシア」のボリス・グラドキフ氏（36.94
％）の得票が多かった。
　沿海地方選管委の情報によると、同地方の下院選挙では「統一ロシア」が38.21
％の票を獲得。第２位は自由民主党20.24％、共産党18.13％、「公正ロシア」5.08
％となっている。
　３つの小選挙区でも、「統一ロシア」の候補者が当選した。沿海地方の投票率は
約40％だった。（ロシースカヤ・ガゼータ９月19日）

  ◇  韓国経済界が特区で26億ルーブル相当のプロジェクトを申請  ◇

　韓国人投資家による先行経済発展区（TOR）及びウラジオストク自由港への入居
申請３件（総額26億ルーブル余り）を、（株）極東開発公社が受領したことを、極
東開発省が発表している。
  例えば、ウラジオストク自由港制度の一環で、韓国人投資家がウラジオストク市
内の運賃の電子決済システムを開発する。プロジェクトへの投資総額は18億ルーブ
ル余りとなっている。
　ハバロフスクTORでは、自動及び半自動機械用の食品包装用フィルム及びウィケッ
ト袋の工場（７億7770万ルーブル）の設置が予定されている。
　ウラジオストク自由港の域内では、韓国人実業家がポリウレタン繊維品と日用化
学品の工場（総額1680万ルーブル）の建設を予定している。
（インターファクス９月22日）
　
  ◇  大統領は日本関係担当者の任命を指示  ◇

　プーチン大統領が東方経済フォーラムの結果に沿った命令リストを承認した。特
に、日本関係担当者を任命し、ルースキー島開発構想を承認し、アジア太平洋地域
への電力輸出の可能性を検討し、ロシア極東にとって有利な金融環境を整備するこ
とが必要になる。
　大統領は、ロシア側の日本関係担当者の任命と権限に関する提案書を、10月15日
までに提出するよう指示した。
　内閣は、エネルギーブリッジ建設の場合も含め、アジア太平洋諸国への電力輸出
の組織に係るプロジェクトの策定・実行の手助けをするため、政府間作業部会の設
置問題を12月までに検討することになっている。
　政府はさらに、ユーラシア経済連合の枠内で国家機関と営利団体の電子申請環境
を2018年までに整備するための一連の措置を承認しなければならない。また、先行
社会経済発展区内の企業・団体の従業員用の住宅及び公共インフラの確保に係る追
加措置についても検討するよう、大統領は指示した。
　夏までに修正を施し、先行社会経済発展区及びウラジオストク自由港の入居者向
けの利潤税について、特恵待遇の提供期間を拡大しなければならない。さらに、教
育研究・ハイテク・クラスターの形成を視野に入れた、ルースキー島の開発コンセ
プトを承認しなければならない。
　鉱床、鉱区、養殖・栽培漁業区、林業区でハイテク製品の製造や原料加工の起業
プロジェクトを実行している投資家向けに、これら区域への優先的アクセス権を提
供するメカニズムを、７月までにロシア極東で始動させなければならない。
　政府、連邦保安局及び極東連邦管区の地方政府は共に、ウラジオストク自由港の
入居者に投資プロジェクト実行用の土地を提供する権限を、極東開発公社に付与す
ることを検討しなければならない。また、大統領は、ウラジオストク自由港に含ま
れる地方自治体リストの拡大の妥当性についても検討するよう指示した。
　財務省と中央銀行、その他金融機関は共に、ロシア極東向けに、政府系銀行の業
務に有利な環境を整備しなければならない。一方、経済発展省は、経済の多様化を
目的とし、ロシア国内の実証工場の設備更新に関する日本のオファーを検討しなけ
ればならない。（ロシースカヤ・ガゼータ９月23日）

  ◇  日本企業がサハリン南部の天然ガス資源利用に関する基本計画を作成する  ◇

　サハリン州政府と日本企業のグループが設置した作業部会が、2018年３月までに
アニワ湾のガス鉱床（サハリン南部）のガスの利用に係るマスタープランを作成す
ることを、サハリン州政府のベーラ・シチェルビナ首相が会議「サハリンの石油と
ガス2016」で発表した。
　「マスタープランでは、サハリン州の経済、交通機関のガス燃料への転換、州内
のへき地・遠隔地への自立型エネルギー供給、輸出向けガス化学工業の組織の問題
が、大まかに検討される。マスタープランの作業は2018年３月の終了を予定してい
る」とシチェルビナ首相は述べた。シチェルビナ首相によれば、作業部会は2016年
７月に日本企業と共に設置された。
　この作業部会は、サハリン南部のへき地・遠隔地の自立型ガス化のための、アニ
ワ湾の天然ガス鉱床をベースにした小型LNG工場の建設に関する投資提案もまとめ
る。
　現在、アニワ湾の天然ガス拠点の資源ポテンシャルの拡大プログラムが推進され
ている。「同プログラムの実行により、日本企業との共同プロジェクトのためのガ
ス利用の可能性を導き出すことができるだろう」とシチェルビナ首相は述べた。
（インターファクス９月28日）

　━━　中国東北情報　━━
　
  ◇  中・モ・ロ国際地域生産能力協力連盟が始動  ◇

　先頃、内モンゴル自治区シリンゴル盟で開かれた中・モ・ロ国際地域生産能力協
力フォーラムにおいて、中・モ・ロ三国のフォーラム参加代表が国際地域生産能力
協力をめぐって交流を深め検討を行なうとともに、多くの協力協定が調印され、中・
モ・ロ国際地域生産能力協力連盟が正式に始動した。新しく成立したこの連盟の趣
旨は、京津冀（北京・天津・河北）および東北旧工業基地と共同で、モンゴルとロ
シアに隣接・近隣する地域および経済回廊沿線地域に向けて地域的な生産能力の協
力を進めていくことにより、地域の生産能力協力・製品・産業・技術の「走出去
（海外進出）」「引進来（国外企業誘致）」のための仲介を行い、架け橋となるこ
とにある。
　連盟は中・モ・ロ国際生産能力発展公司を組織・設立し、専門の基金を準備して
重点的プロジェクトファイナンスを定め、地域の実際的な協力をさらに進めていく
ことになる。（内モンゴル日報９月８日）

  ◇  一汽物流、大連港に8600万元出資、自動車物流チェーンに貢献  ◇

　中国第一汽車グループは年間200万台の自動車を生産しているが、そのうちの30
％は道路輸送の伝統的なモデルを変更し、数十万台の自動車を海運に転換すること
になった。９月５日、一汽物流有限公司は8600万元を大連港汽車碼頭（埠頭）有限
公司に出資し、大連港の自動車物流は大いに成長することになるだろう。
　大連港汽車碼頭有限公司は2004年１月に大連港・日本郵船・中遠海運港口（元・
中遠太平洋）が共同で出資して創設され、港での積み下ろし・倉庫貯蔵・付加価値
サービスを一体化し、自動車を専門に取り扱う。地理的な優位性と高品質で専門的
なサービスにより、取扱量は200万台を突破し、４年連続で遼寧口岸において100％
の市場シェアを実現し、国内で成長が最も早い自動車専門の埠頭の一つとなってい
る。
　今年になっても大連港の自動車埠頭はなお10％の高成長を維持し、取扱量は53万
台に達する。このたびの一汽物流有限公司の大連汽車碼頭有限公司への投資後、大
連汽車碼頭の株主比率は、大連港32％、日本郵船24％、中遠海運港口24％、一汽物
流20％となる。
　国内車両の中継輸送はこれまで多くは道路輸送で行なわれてきたが、政府による
過載車両管理および複合一貫輸送方式が日に日に成熟するにつれ、自動車物流にも
変化が起きた。一汽グループの関係者によれば、今回の出資は一汽物流業務分野に
おいて改革を始める重要な措置であり、将来的に一汽商品の輸送は経済的で環境に
やさしいロールオン・ロールオフ海運モデルをいっそう利用していく構えで、大連
港は一汽商品の海運物流システムにおける重要な中核港となるだろう。
　一汽物流の出資は大連港における自動車商品の中継輸送業務を発展させるだけで
なく、自動車物流チェーンを広げることになる。大連港の自動車埠頭は現在、積極
的に集荷・積み下ろし、国際的な中継、臨港産業、物流金融等の業務が一体化した、
全フロー解決プランを提供できる自動車物流プラットホームを積極的に構築してお
り、北東アジア自動車物流の集散・中継センターの創設に力を入れている。
（遼寧日報９月９日）

  ◇  盤錦港口岸、正式に国家一類口岸の検査通過  ◇

　遼寧省口岸弁公室が公布した情報によれば、税関総署（国家口岸弁公室）や公安
部など６機関による国家口岸験収（検査）作業グループが盤錦港を実地検査し、会
議で検討した結果、正式に国家一類口岸としての検査通過を決定した。昨年６月に
盤錦港が『国務院の遼寧盤錦港対外開放に同意することへの返答』を得てから、わ
ずか１年３カ月での許可となった。
　盤錦港は、遼寧省沿海経済帯における地域重要港湾で、北東アジアの水上輸送シ
ステムの結節点として、その対外開放業務は一貫して省が注目するポイントであっ
た。
　験収作業グループによれば、盤錦港口岸の検査場および付属施設はすでに完成し
ており、現場の監視・管理条件も関係規定に合致し、業務室も条件を満たしており、
検査人員も現在の業務上の需要を担うことができるとしている。
　さらに遼寧省口岸弁公室の関係者によれば、盤錦港は現在「遼満欧（遼寧省−満
洲里−欧州）」「遼蒙欧（遼寧省−モンゴル−欧州）」「遼海欧（遼寧省−ベーリ
ング海峡−欧州）」という三大国際大ルートの建設中であり、発展の潜在力が大き
い。今後も引き続き、遼寧省は積極的に口岸開放後の各種任務をやり遂げ、開放型
経済発展を促進していく。（遼寧日報９月９日）

  ◇  ロシア商品O2O電子商取引プラットホーム、ハルビンに登場  ◇

　中国国内最大級のロシア商品O2O（Online to Offline）電子商取引プラットホー
ム「俄品多（ロシア商品多し）」のフラッグシップ店が22日、ハルビンに開店する。
９日に開かれた記者会見で明らかになった。
　「俄品多」は天狼星グループ傘下のブランドで、現在、国内最大のロシアの輸入
商品を専門に取り扱う越境電子商取引プラットホームだ。このプラットホームは全
国各地に300カ所の直営店と加盟店を設立する予定で、ロシア商品の販売ルートを
最大限拡充し、オンライン・オフラインの方式を結合させて、売買双方をリンクさ
せる。現在、すでに国内では５カ所の支店が開設されている。
　「走出去（海外進出）」の黒龍江企業として、天狼星グループはロシアにおける
投資プロジェクトを油田・セメント工場・石油精製コンビナート・発電所・越境電
子商取引プラットホーム等に広げ、対ロ投資額はすでに２億ドルに達しており、極
東に投資する初の中国民営企業となった。（黒龍江日報９月10日）

  ◇  京瀋高速鉄道開通後は北京からハルビンまで４時間に  ◇

　９月17日午後、延長377キロの京瀋高速鉄道遼寧部分のレール敷設が始まり、建
設が最後の総仕上げ段階に入った。
　京瀋高速鉄道は総延長698キロ、設計時速が350キロで、遼寧・京冀の二つの建設
部分に分けられ、2019年に全線開通の予定だ。これにより北京から瀋陽までの列車
運行時間は2.5時間前後まで短縮され、北京からハルビンまで４時間で到着する見
込みだ。
　京瀋高鉄は中国の『中長期鉄道網規画』にある「四縦四横（四つの縦線：北京−
上海、北京−香港、北京−ハルビン、杭州−福州−深セン、四つの横線：徐州−蘭
州、上海−昆明、青島−太原、上海−武漢−成都）」高速鉄道網のなかの北京−瀋
陽−ハルビン高速鉄道ルートの重要な構成部分で、京瀋高速鉄道を通して、東北鉄
道網全体が全国の高速鉄道網と相互に通じし、東北地域から全国各地にアクセスす
るのに効率よく便利で快速の旅客輸送ネットワークを形成する。
（黒龍江日報９月18日）

セン：つちへん+川

　━━　モンゴル情報　━━

  ◇  中国の企業とPS契約を締結  ◇

　シャングリ・ラ・ホテルで12日、石油探鉱鉱区「エルゲル12」での作業を目的と
し、モンゴルの鉱物資源石油管理庁と中国のSmart Oil Investment社の間で生産分
与契約書が署名された。
　フブスグル県マンダフ郡とドルノゴビ県ハタンブラグ郡にまたがるエルゲル12鉱
区（１万1630平方キロメートル）での作業を巡る公開の国際入札が2014年に告示さ
れ、Smart Oil Investment社が落札した。Smart Oil Investment社は８年でこの有
望な石油鉱区の探鉱を行い、さらに1000キロの距離での2D探鉱、100平方キロメー
トルでの3D探鉱を行い、８カ所の試井も掘る。同社はこれらの作業に3550万ドルを、
土壌再生に100万ドルを投入する。（MONTSAME９月12日）

  ◇  将来の工業団地のインフラ工事が2017年に着工  ◇

　ウランバートル市役所は、エメールト地区の軽工業団地の設計及び工事に係る大
量の作業が終了したことを発表した。特に、フィジビリティ・スタディ、設計図
（公共土木施設、道路、変電所（110/35/10キロボルト）、架空送電線（110キロボ
ルト）、飲料水と工業用水の供給施設）が作成され、水文地質調査、環境状況の詳
細な評価、送配電工事が行われた。
　来年には工業団地の浄水施設、給水施設、送配電施設、ライフラインの建設と団
地内の道路敷設が予定されている。エメールト地区での軽工業団地の形成に関する
決議は、2014年に採択された。この工業団地には、居住区域、サービス・休息区域、
倉庫および浄化槽を備えた製造業区域がある。経済効果の試算によると、投資回収
期間は平均で６〜７年、税収は約10億トゥグルグになるという。
（MONTSAME９月12日）

  ◇  日本はモンゴルの教育部門で約300の事業を実施  ◇

　バツール教育大臣は14日、清水武則在モンゴル日本国大使を招き、日本国政府に
よって我が国に提供されている無償援助のうち、教育分野で実施中の事業について
意見交換した。
　清水大使によれば、前期、日本国政府は援助の枠内で約500件のプロジェクトと
プログラムを実施し、そのうち約300件が教育部門で実施された。大使はその例と
して、「草の根」事業の枠内で建設された55の普通教育学校を挙げた。文化関係の
優秀な人材の養成を目的とし、現在、日本で60〜70人のモンゴル人学生が政府の奨
学金で学んでいる。「2020年の東京オリンピックに向けてコーチ陣とモンゴル人ス
ポーツ選手を育成するために、我々は我が国のスポーツ施設でトレーニングする機
会を提供することにしている」と、清水大使はバツール大臣に伝えた。
　バツール大臣はこれに対し、始まったプロジェクト、プロムラムを継続し、二国
間協力の実際的な成果の達成に全力を注ぐ、と応じた。（MONTSAME９月15日）

  ◇  モンゴル国首相がUAE大統領と会談  ◇

  エルデネバト首相はUAEのハリーファ・ビン・ザーイド・アール・ナヒヤーン大
統領と会談した。エルデネバト首相は、両国が二国間関係と協力の強化を重視し、
首脳会談が定期的なものになるだろうと述べた。首相はまた、モンゴルの非常に重
要な発電事業であるタイシル水力発電所プロジェクトにUAEから1300万ドルが融資
されたことを高く評価した。
  これに対して、ハリーファ大統領は、在ウランバートル大使館の開設が協力と関
係構築に寄与すると述べた。大統領はさらに、観光客を増やし両国間の空の直行便
の増便に注力する意向を表明した。（news.mn９月20日）

  ◇  北朝鮮が緊急支援を要請  ◇

  現在、大規模な洪水の被害からの復旧に取り組んでいる北朝鮮の駐モンゴル大使
が、自国への人道支援を正式に求めた。何万人もの人々が、近年では最大規模の被
害を受けている。北朝鮮はモンゴル、ロシア、カザフスタン、トルコ、キューバ等
に、正式に助けを求めている。北朝鮮は食料、新鮮な水や衣類の支援を必要として
いる。モンゴル政府は、北朝鮮への支援について協議する。
  19日の国連常駐調整官の声明によると、死者138人、行方不明者398人、少なくと
も11万8000人が緊急援助を必要とし、このうち３万7000人が災害で家を失った。
（９月20日news.mn）

  ◇  モンゴルがパリ協定を批准  ◇

  モンゴルのエルベグドルジ大統領は、モンゴルのパリ協定（気候変動）の批准に
ついて潘基文国連事務総長に正式に伝えた。９月21日、新たに31カ国が批准書を提
出し、60カ国が批准したことになる。
  世界の温室効果ガスの二大排出国である米国と中国は、すでに批准している。ブ
ラジル、メキシコ、アルゼンチンも21日に批准書を提出した。（news.mn９月22日）

　━━　対岸ビジネス情報　━━

  ◇  台湾の旅行会社　トキ鉄「雪月花」視察（新潟）  ◇

  台湾の旅行代理店と経済誌の４社の担当者が７日、えちごトキめき鉄道（上越市）
のリゾート列車「雪月花」を視察した。大きな窓やゆったりした座席などを見て回
り、「これほど質の高い観光列車は台湾にはない」と感嘆していた。
  国と県、富山県による訪日促進事業の一環。11月には新潟空港と台湾を結ぶ新た
な定期チャーター便が就航し、台湾人旅行者の増加が期待されることから企画され
た。一行４人は４泊５日で佐渡市や富山市などを巡る。（新潟日報９月８日）

  ◇  ソウル便運休延長　大韓航空、来年3月まで（秋田）  ◇

  大韓航空は12日、昨年12月から続く秋田−ソウル便の運休を来年３月25日まで延
長すると県に文書で伝えた。ソウル便は断続的に運休を繰り返し、１年以上運休す
るのは2001年10月に運航を開始して以来初めて。利用者の需要が見通せない中、再
開への道のりは険しさを増している。
  大韓航空秋田支店は３月末、業務を青森支店に移管。青森支店は現在、秋田空港
ターミナルビルと事務所の賃貸借契約の解除に向けた交渉を続けている。
（秋田魁新報９月13日）

  ◇  境港、国際物流ターミナル完成　船の混雑解消期待（鳥取）  ◇

  国土交通省と境港管理組合（管理者・平井伸治鳥取県知事）が整備していた境港・
国際物流ターミナルの供用式典が11日、境港市の現地であった。関係者約150人が、
  船舶の混雑や貨物置き場不足の解消につながる岸壁とバックヤードの完成を祝っ
た。
  今回整備したのは、水深が12メートルあり、全長240メートルの岸壁と、原木や
鉄くずなどのリサイクル用の貨物を置く用地約8.5ヘクタール。貨物船はもちろん、
大型クルーズ船も着岸できるようになる。（山陰中央新報９月13日）

  ◇  庄内空港、韓国観光客お出迎え　10年ぶりチャーター便（山形）  ◇

  韓国から10年ぶりとなる本県へのチャーター便が14日、庄内空港に到着し、同日
夜、同空港で歓迎行事が行われた。2006年６月以来で、やまがた愛の武将隊やゆる
キャラたちが韓国旗を振って歓迎した。
  大韓航空のチャーター便。３泊４日のツアーで観光客約160人が利用した。本年
度の本県への海外チャーター便は４月の台湾（３往復）に続き２件目。
（山形新聞９月15日）

  ◇  米子空港、香港の観光客来鳥　15年ぶり新国際定期便（鳥取）  ◇

  香港航空（本社・香港）の米子−香港便が14日、運航を開始した。山陰両県での
国際定期路線は、アシアナ航空の米子−ソウル便以来15年ぶりの就航で、２路線目
となる。
  14日の米子到着便は、174人乗り機材に138人が搭乗し、搭乗率は79.3％。半数以
上を個人客が占めた。一方で米子出発便は国内でのPR不足などで、日本人の団体ツ
アー客を中心に乗客は72人、搭乗率は41.4％にとどまった。県交通政策課によると、
９、10月の予約状況はともに全座席数の72％に達しているという。毎週水、土曜に
運航。米子空港に午後４時10分に到着し、折り返し便が午後５時10分に出発する。
（山陰中央新報９月15日）

  ◇  本県と韓国の８社、事業紹介　国境超え連携探る（秋田）  ◇

  全国地域情報産業団体連合会（ANIA）の全国大会が秋田市で開かれたのに合わせ、
14日には県内や韓国のIT関連企業によるプレゼンテーションが同市のにぎわい交流
館で行われた。計８社が事業内容を紹介し、国を超えたビジネスチャンスの可能性
を探った。
  同情報産業協会の主催。韓国からはインターネットを使ったウェブ会議システム
の開発などを手掛ける企業４社が参加。本県から参加した４社のうち、ADK富士シ
ステム（秋田市）は農作物の栽培環境をネットで管理するシステムの実証実験を紹
介した。（秋田魁新報９月16日）

  ◇  国際会議協会に加盟　コンベンション誘致強化（富山）  ◇

  県は国際コンベンションの誘致活動を強化するため、国際会議協会（ICCA、本部・
オランダ）に加盟した。会員が閲覧できる国際会議のデータベースを使い、情報収
集とプロモーション活動を展開。開催実績を積み上げ、世界に「TOYAMA」をアピー
ルする。
  ICAAは国際会議の開催状況を収集・発信している国際機関。コンベンションビュー
ローや会議場、旅行会社など90カ国の千を超える団体が加盟する。国内では東京や
千葉、仙台など大都市圏の団体が会員になっており、ことし７月には富山県の委託
を受けた富山コンベンションビューローの入会が認められた。
（北日本新聞９月18日）

  ◇  台湾へ霊きゅう車輸出　光岡自動車、来月から（富山）  ◇

　光岡自動車（富山市、光岡章夫社長）は、自社ブランドの霊きゅう車の輸出に乗
り出す。第１弾として10月から台湾で現地の販売代理店を通じて販売するほか、香
港やマレーシアなどへの輸出に向けて準備を進める。自社製のオープンカーやセダ
ンでは東南アジアや英国への輸出実績を持つが、用途が限定されている特殊車両分
野では初。少量生産に対応できる強みを生かし、海外からの受注拡大を目指す。
　台湾へ輸出するのは、同社の大型セダン「ガリュー」をベースに改造した「ミツ
オカ　リムジンタイプV」。昨年、都内で開かれた葬儀関連の展示会に霊きゅう車
を出展したところ、台湾をはじめ海外から来場した関係者から高い関心が寄せられ
た。（北日本新聞９月21日）

  ◇  小松駅周辺整備　アジア都市景観賞に（石川）  ◇

　都市開発と住環境を両立させる都市に贈られる「アジア都市景観賞」に、石川県
小松市中心部の小松駅と観光交流施設「こまつの杜（もり）」の周辺整備事業が内
定した。東海、北陸地方の６県で初めて。
　アジア都市景観賞は、住みよい住環境を考える国連ハビタット福岡本部などが主
催。本年度も含めてこれまでに14のアジアの国や地域で79件が受賞した。市による
と、こまつの杜やサイエンスヒルズこまつといった科学的な体験施設が立地する駅
東側と、伝統的な町家が並ぶ駅西側の対比が評価されたとみられる。
（北陸中日新聞９月22日）
  
━━━━　エリナ・レター　━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━

　◇　田中徹
　　　『芸術家も出展 商談会』（新潟日報 9月19日）

　　エリナ・レターは⇒　http://www.erina.or.jp/columns-letter/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.295(20160930)

━━━━　ERINAインフォメーション　━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━
  ◇◇　新潟県国際交流協会主催
      「留学生就職支援セミナー」【ERINA協力】が開催されます。

　　○日　時　2016年10月31日（月）13：30〜17：00
　　○会　場　朱鷺メッセ3階中会議室301

　　詳細は⇒ http://www.erina.or.jp/about/news/126460/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.295(20160930)

  ◇◇　第53回日本地域学会年次大会in新潟大学
        ＜公開シンポジウム＞
       「グローバル社会における新潟の食料産業戦略」【ERINA後援】が開催されます。
　　○日　時　2016年10月8日（土）14：30〜17：30
　　○会　場　新潟大学附属中央図書館ライブラリーホール 

　　詳細は⇒ http://www.erina.or.jp/about/news/126381/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.295(20160930)

　◇◇　新潟県内高校・中学を対象に
　　　　　　　「ERINA出前教室」の申し込みを受け付けています。　

　　○対象　新潟県内の中学・高校の総合学習の時間など（1時限単位） 
　　○実施期間　平成28年5月〜12月
　　○申込　受付中

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/about/demae/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.295(20160930)

  ◇◇　パイク・グンウク『中ロの石油・ガス協力−その実際と影響』
                          （西村可明・ERINA訳、文眞堂）が発行されました。

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/publications/staff/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.295(20160930)

　◇◇　『ERINA北東アジア研究叢書５』を発刊しました。

　　ERINA北東アジア研究叢書５
　　『北東アジアのエネルギー安全保障 −東を目指すロシアと日本の将来−』
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【杉本侃編著、日本評論社】

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/publications/series/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.295(20160930)

　◇◇　英文学術誌「The Northeast Asian Economic Review」
　　　　編集委員会では投稿論文を募集しています。　

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/publications/naer/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.295(20160930)

　◇◇　ERINA REPORT編集委員会では投稿をお待ちしています。　

　　投稿規程は⇒　http://www.erina.or.jp/publications/er/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.295(20160930)

　◇◇　賛助会員・購読会員のご案内　

　　＜賛助会員制度＞

　　賛助会員制度は、この設立目的・事業活動に賛同される方々から積極的に
　　ご支援・ご協力をいただくとともに、ERINAの事業やその成果を活用して
　　いただくための制度です。

　　＜購読会員＞
　　
　　購読会員は、個人の方を対象に、ERINAの定期刊行物等をお届けするサービス
　　です。
　　
　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/about/member/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.295(20160930)
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  ご意見・お便りをお寄せください。　　e-mail：info-m@erina.or.jp
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